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経済財政運営と改革の基本方針 2020 

～危機の克服、そして新しい未来へ～ 

（抜粋） 

 

令和 2年 7月 17 日 閣議決定 

 

第３章 「新たな日常」の実現 

 

３．「人」・イノベーションへの投資の強化 ― 「新たな日常」を支える生産性向上  

 

（１）課題設定・解決力や創造力のある人材の育成  

② 大学改革等 

ＳＴＥＡＭ人材の育成に向けて、教育・研究環境のデジタル化・リモート化、研究施設の整備、国内外

の大学や企業とも連携した遠隔・オンライン教育を推進するとともに、データサイエンス教育や統計学に

関する専門教員の早期育成体制等を整備する。医工連携をはじめとする分野融合人材の育成、高等専門学

校の高度化・国際化、専門職大学、専門学校、大学院等における企業等と連携・協働した社会のニーズに

応える実践的な職業教育や博士課程教育をはじめとする高度人材教育の構築等を推進する。 

優秀な人材を日本に惹きつける国際的な頭脳循環、トビタテ！留学ＪＡＰＡＮ、大学間交流協定による

単位互換や共同研究、教育プログラムの国際連携などを拡大する。 

国立大学法人改革について、戦略的な大学経営を可能とする新たな法的枠組みを検討1し、年内に結論

を得る。国と新たな自律的契約関係を結ぶ国立大学法人は、グローバルな評価・処遇制度の下、人事の独

立性を確保し、学生定員を自律的に管理、デジタル化を活かした質の高い教育を実践、リモート留学生・

教員も含めたグローバルキャンパスを実現する。あわせて、戦略的経営を促す財務・会計の在り方等につ

いて具体的な検討を行う。国立大学法人運営費交付金の客観・共通指標による成果に基づく配分対象割

合・再配分率を順次拡大しつつ、第４期中期目標期間の新たな配分ルールを検討2する。大学の連携・統

合の推進、地域に貢献する公立大学への地方財政措置を含めた支援の実施、私学助成のメリハリある配分

の強化を図る。 

感染症による影響を含め、高等教育無償化等の実施状況の検証を行い、中間所得層における大学等への

アクセス状況等を見極めつつ、その機会均等について検討する。 

 

（２）科学技術・イノベーションの加速 

「世界で最もイノベーションに適した国」に向けて、人文科学の知見も活用して未来を変革し、世界を

先導していく。 

次期「科学技術・イノベーション基本計画」において、これまでの取組3の進捗・評価を踏まえ、デジ

                                                   
1 骨太方針 2019に基づき設置された「国立大学法人の戦略的経営実現に向けた検討会議」において、独立行政法人通則

法（平成 11年法律第 103号）等の対象外とすることも含め検討。   
2 一貫性を持った評価指標を踏まえて大学が改革に取り組める仕組み等の検討。   
3 「第５期科学技術基本計画」（平成 28 年１月 22日閣議決定）期間中に、政府研究開発投資について、「経済・財政再

生計画」との整合性を確保しつつ、対ＧＤＰ比の１％にすることを目指すとともに、2025年までに企業から大学・国

立研究開発法人等への投資を３倍増とすることを目指し、これらにより、官民合わせた研究開発投資を対ＧＤＰ比４％

以上とすることを目標とした。   
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タル化等の社会課題解決に資する分野を中核に据えて、人材育成を含めた優先順位付けやインセンティ

ブ措置の強化を行うとともに、リーマンショック後の投資停滞を繰り返さないよう、新たな社会課題に応

えるイノベーションの促進に資する指標を設定し、官民で連携し、研究開発投資の拡大に取り組む。関係

司令塔の一層の機能強化・相互連携を図り、以下の取組を推進する。 

世界トップレベルの研究力を実現するため、博士課程の処遇の向上、大学における安定的ポストの確

保、産業界のキャリアパスの拡大等により、博士課程学生を含む若手研究者支援を強化する。研究の人

材・資金・環境の改革と大学改革を一体的に展開し、基礎研究をはじめとする研究力の更なる強化を目指

す。世界に比肩するレベルの研究開発を行う大学等の共用施設やデータ連携基盤の整備、若手人材育成等

を推進するため、大学改革の加速、既存の取組との整理、民間との連携等についての検討を踏まえ、世界

に伍する規模のファンドを大学等の間で連携して創設し、その運用益を活用するなどにより、世界レベル

の研究基盤を構築するための仕組みを実現する4。女性研究者の支援や研究者の移動の促進も重点化し、

多様性を活かして人的資本を高め、国際協力を強化する。ムーンショット型研究開発及び創発的研究の支

援により、破壊的イノベーションにつながる成果を創出する。知的財産利活用等の知財戦略5を推進する

とともに、官民が連携し、先端技術・システム等の機動的・戦略的な国際標準化に取り組む体制を強化す

る。また、官民連携による戦略的な研究開発投資について、企業による外部研究資源の活用や目利き人材

によるマッチングなどの取組の支援、官民連携主体の外部化の検討、スタートアップ企業への投資促進支

援、大企業とスタートアップ企業の契約適正化やスピンオフを含む事業再編を促進するための環境整備

などを通じて、オープン・イノベーションを推進するとともに、イノベーション・エコシステムの維持・

強化に向けた取組6を推進する。 

最先端の基盤的技術であるデジタル化・リモート化、ＡＩ・ロボット、量子技術、再生医療、バイオ、

マテリアル革新力、革新的環境エネルギー、アルテミス計画等の宇宙探査、準天頂衛星等各省連携による

衛星開発や基幹ロケット開発等の宇宙分野、北極を含む海洋分野7の研究開発を戦略的に進める。効果的

な治療法・治療薬やワクチンの研究開発等の感染症対策、防災・減災等の国及び国民の安全・安心に資す

る重要な技術分野への予算や人材等に重点化を図るとともに、シンクタンク機能を含む新たな体制の検

討を進め、ＳＤＧｓ等の社会課題に対応した戦略的で質の高い研究開発を官民挙げて推進する。 

研究開発への更なる民間資金の活用、世界の学術フロンティア等を先導する国際的なものを含む大型

研究施設8の戦略的推進、最大限の産学官共用を図るとともに、民間投資の誘発効果が高い大型研究施設

について官民共同の仕組みで推進し、予算を効果的に執行する。また、科学研究費助成事業などの競争的

研究費の一体的見直し、研究設備・機器等の計画的な共用の推進、研究のデジタル化・リモート化・スマ

ート化の推進に向けた基盤の構築9等を図る。 

                                                   
4 世界の主要大学のファンドは、ハーバード大（約 4.5 兆円）、イェール大（約 3.3兆円）、スタンフォード大（約 3.1兆

円）など米国大学合計（約 65兆円）。その他、ケンブリッジ大（約 1.0兆円）、オックスフォード大（約 8,200億円）。 

※各大学は 2019年数値、米国大学合計は 2017年数値（いずれも最新値）   
5 「知的財産推進計画 2020」（令和２年５月 27日知的財産戦略本部決定）。   
6 感染症拡大を受けて産学連携を促進しスタートアップ活動の停滞を防ぐためにも、社会変革や社会課題の解決につなが

る優れた新事業を目指す産学官の共同研究開発の強化や大学発ベンチャー支援、地方大学を核とした共創の場の構築支

援・アントレプレナーシップ教育等を推進。   
7 メタンハイドレート、レアアース泥等の海洋資源開発、北極域研究船を含めた極地研究など。   
8 生物・医学、素粒子物理学、天文学、情報学といった学術研究の大型プロジェクトに関しては、国民の理解や科学コミ

ュニティなどの国内の議論の進捗や国際的な協力・分担などの検討状況を踏まえて検討されている。   
9 学術情報ネットワーク（ＳＩＮＥＴ）やスーパーコンピュータ「富岳」の整備など。   


